
統一的な基準による 

令和 3 年度 

全体財務書類 

令和 5 年 7 月 

南魚沼市 総務部 財政課 



【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 227,045,715   固定負債 96,498,408

    有形固定資産 210,197,857     地方債等 63,380,044

      事業用資産 54,027,303     長期未払金 308

        土地 19,229,953     退職手当引当金 466,958

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 1,579,340     その他 32,651,098

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 9,203,019

        建物 75,263,568     １年内償還予定地方債等 7,525,721

        建物減価償却累計額 -44,127,327     未払金 683,768

        建物減損損失累計額 -     未払費用 5,670

        工作物 7,974,476     前受金 3,687

        工作物減価償却累計額 -5,953,550     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 468,664

        船舶 -     預り金 10,413

        船舶減価償却累計額 -     その他 505,096

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 105,701,427

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 229,939,081

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -98,197,059

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 6,247

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 54,597

      インフラ資産 148,240,952

        土地 35,365,722

        土地減損損失累計額 -

        建物 7,117,811

        建物減価償却累計額 -2,918,393

        建物減損損失累計額 -

        工作物 221,637,504

        工作物減価償却累計額 -113,868,313

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 906,621

      物品 20,980,156

      物品減価償却累計額 -13,050,555

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 5,962,712

      ソフトウェア 410

      その他 5,962,302

    投資その他の資産 10,885,146

      投資及び出資金 399,813

        有価証券 246,049

        出資金 153,764

        その他 -

      長期延滞債権 859,960

      長期貸付金 31,530

      基金 9,647,050

        減債基金 103,947

        その他 9,543,103

      その他 22,760

      徴収不能引当金 -75,968

  流動資産 10,397,734

    現金預金 6,322,766

    未収金 1,091,734

    短期貸付金 2,614

    基金 2,890,753

      財政調整基金 2,890,753

      減債基金 -

    棚卸資産 90,253

    その他 29,335

    徴収不能引当金 -29,720

  繰延資産 - 純資産合計 131,742,022

資産合計 237,443,449 負債及び純資産合計 237,443,449

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 31,516

    その他 962

純行政コスト 43,318,176

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 55,387

  臨時利益 32,478

  臨時損失 112,370

    災害復旧事業費 34,281

    資産除売却損 22,703

    使用料及び手数料 7,009,892

    その他 2,255,651

純経常行政コスト 43,238,284

      社会保障給付 4,113,685

      その他 26,403

  経常収益 9,265,543

        その他 490,762

    移転費用 20,526,695

      補助金等 16,297,169

      その他の業務費用 1,145,379

        支払利息 577,702

        徴収不能引当金繰入額 76,915

        維持補修費 854,065

        減価償却費 8,429,603

        その他 -

        その他 1,632,184

      物件費等 21,590,595

        物件費 12,306,927

        職員給与費 7,144,465

        賞与等引当金繰入額 464,510

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 52,503,827

    業務費用 31,977,132

      人件費 9,241,159

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 128,766,589 232,290,821 -103,524,233 -

  純行政コスト（△） -43,318,176 -43,318,176 -

  財源 46,117,432 46,117,432 -

    税収等 34,450,076 34,450,076 -

    国県等補助金 11,667,356 11,667,356 -

  本年度差額 2,799,255 2,799,255 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,179,057 2,179,057

    有形固定資産等の増加 8,501,860 -8,501,860

    有形固定資産等の減少 -13,192,226 13,192,226

    貸付金・基金等の増加 4,021,635 -4,021,635

    貸付金・基金等の減少 -1,510,325 1,510,325

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -172,683 -172,683

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 348,861 - 348,861

  本年度純資産変動額 2,975,433 -2,351,740 5,327,173 -

本年度末純資産残高 131,742,022 229,939,081 -98,197,059 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 19,501

本年度歳計外現金増減額 -11,087

本年度末歳計外現金残高 8,413

本年度末現金預金残高 6,322,766

財務活動収支 -4,345,219

本年度資金収支額 -524,072

前年度末資金残高 6,838,425

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 6,314,353

    地方債等償還支出 7,618,081

    その他の支出 100,000

  財務活動収入 3,372,862

    地方債等発行収入 3,368,000

    その他の収入 4,862

    資産売却収入 52,904

    その他の収入 964,989

投資活動収支 -4,797,209

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,718,081

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,637,207

    国県等補助金収入 1,198,201

    基金取崩収入 1,073,435

    貸付金元金回収収入 347,678

  投資活動支出 8,434,416

    公共施設等整備費支出 4,411,076

    基金積立金支出 3,700,040

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 323,300

    災害復旧事業費支出 34,281

    その他の支出 54,792

  臨時収入 675

業務活動収支 8,618,356

【投資活動収支】

    税収等収入 32,775,051

    国県等補助金収入 10,855,551

    使用料及び手数料収入 6,933,314

    その他の収入 2,007,812

  臨時支出 89,072

    移転費用支出 20,526,695

      補助金等支出 16,297,169

      社会保障給付支出 4,113,685

      その他の支出 26,403

  業務収入 52,571,729

    業務費用支出 23,338,280

      人件費支出 9,281,630

      物件費等支出 13,350,490

      支払利息支出 578,767

      その他の支出 127,393

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 43,864,975
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南魚沼市 全体財務書類注記 

 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産…取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和５９年度以前に取得したもの…再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 イ 昭和６０年度以降に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの…取得原価 

  取得原価が不明なもの…再調達原価 

  ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

②無形固定資産…取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  取得原価が判明しているもの…取得原価 

  取得原価が不明なもの…再調達原価 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券…償却原価法 

②満期保有目的以外の有価証券 

 ア 市場価格があるもの…会計年度末における市場価格 

             （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの…取得原価 

③出資金 

 ア 市場価格のあるもの…会計年度末における市場価格 

             （売却原価は移動平均法により算定） 

 イ 市場価格のないもの…出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物  ５年～５０年 

    工作物 ２年～５０年 

    物品  ２年～２０年 

   ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。 
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②無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法 

   （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 

③リース資産 

 ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  …自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    …リース期間を耐用年数とし、存在価値をゼロとする定額法 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

①投資損失引当金 

  市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合に実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

②徴収不能引当金 

  未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

  長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

③退職手当引当金 

  退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当とし

て支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち南魚沼市へ按分

される額を加算した額を控除した額を計上しています。なお、積立金額が要支給額を上回る場

合、当該超過額を前払年金費用として、投資その他の資産のその他に計上しています。 

④損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤賞与等引当金 

  翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（６）全体資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（南魚沼市資金管理方針において、歳計現金

等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受け払いを

含んでいます。 

 

（７）採用した消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

（８）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の

決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超え

る連結対象団体（会計）については仮決算を行っています。 

 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が全体財務

書類に与えている影響の内容 

  該当なし 

 

（２）表示方法を変更した場合には、その旨 

  該当なし 

 

（３）全体資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変

更が全体資金収支計算書に与えている影響の内容 

  該当なし 

 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

  該当なし 

 

（２）組織・機構の大幅な変更 

  該当なし 
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（３）地方財政制度の大幅な改正 

  該当なし 

 

（４）重大な災害等の発生 

  該当なし 

 

（５）その他重要な後発事象 

  該当なし 

 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない

ものの内訳（全体貸借対照表計上額及び未計上額）） 

  該当なし 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

係争中の訴訟で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

  該当なし 

 

（３）その他主要な偶発債務 

  該当なし 
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５．追加情報 

（１）連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

一般会計 一般会計等 全部連結 － 

城内診療所特別会計 一般会計等 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定

等の適用に向けた作業に着手しているもの（平成２９年度までに着手かつ集中取組期間内に当該

規定等を適用するものに限る。）については、連結対象団体（会計）の対象外としています。した

がって、下水道事業会計は今年度から連結対象としています。 

 

（２）地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数としています。 

   なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）と

の間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして

調整しています。 

 

（３）千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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（１）資産項目の明細
①有形固定資産の明細

（単位：千円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度減価償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)
事業用資産 91,001,134 1,297,707 771,086 91,527,755 44,157,001 1,700,564 47,370,753
　土地 18,929,931 199,955 399,142 18,730,744 - - 18,730,744
　立木竹 1,579,340 - - 1,579,340 - - 1,579,340
　建物 65,434,843 956,950 341,480 66,050,312 40,194,634 1,512,216 25,855,678
　工作物 4,999,215 116,842 100 5,115,957 3,962,367 188,348 1,153,590
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 57,805 23,960 30,364 51,401 - - 51,401
インフラ資産 166,406,262 4,970,868 4,086,337 167,290,793 90,366,864 2,744,463 76,923,929
　土地 33,473,104 286,258 228,401 33,530,961 - - 33,530,961
　建物 1,034,478 123,251 6,700 1,151,029 655,185 21,469 495,844
　工作物 127,732,824 4,229,428 44,856 131,917,396 89,711,679 2,722,993 42,205,717
　その他 - - - - - - -
　建設仮勘定 4,165,856 331,931 3,806,380 691,407 - - 691,407
物品 9,522,047 300,671 148,650 9,674,069 4,424,869 290,097 5,249,199
合計 266,929,443 6,569,247 5,006,073 268,492,616 138,948,735 4,735,124 129,543,882
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②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

区分
生活インフラ・ 

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 56,468 24,782,199 6,079,119 4,822,272 3,801,756 2,228,636 5,496,362 47,370,753
　土地 2,092 10,513,922 1,666,292 950,907 1,177,512 283,625 4,040,132 18,730,744
　立木竹 - - - - 1,579,340 - - 1,579,340
　建物 53,037 13,741,519 4,299,343 3,799,112 956,832 1,555,049 1,443,107 25,855,678
　工作物 0 486,962 110,679 70,459 88,072 389,962 7,457 1,153,590
　船舶 - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - -
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 1,339 39,797 2,805 1,795 - - 5,665 51,401
インフラ資産 66,826,942 - - - 10,054,964 - 24,226 76,923,929
　土地 28,693,923 - - - 4,813,651 - 23,387 33,530,961
　建物 495,004 - - - 0 - 839 495,844
　工作物 37,009,639 - - - 5,183,300 - - 42,205,717
　その他 - - - - - - - -
　建設仮勘定 628,375 - - - 58,013 - - 691,407
物品 42,005 4,494,078 11,848 20,550 2,266 314,398 364,054 5,249,199
合計 66,925,415 29,276,277 6,090,967 4,842,822 13,858,985 2,543,034 5,884,642 129,543,882
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